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2012年度（第90期）定時社員総会特別企画
部門大集合「部門から社会への発信」 全部門が語る

“死の谷”を乗り越えて
材料力学部門 部門長 渋谷陽二（大阪大学）

材料力学部門は，機械工学の要となる基礎学術分野の一つをなし，機械構造物の「設計」を通じて「安全・安心」を保証
するための「健全性評価」を与え，構造物の「維持管理」に貢献している分野である．これらに関する学術的研究活動や先
端的技術開発を行い，日本の産業の発展そしてグローバル化社会における人類の幸福に寄与することを目的としている．
近年では，ナノ・マイクロ構造体の極小機械や宇宙といった極限環境下での構造物，あるいは生体を対象としたバイオメ
カニクスといった様々な分野へとウィングを拡げるとともに，自らはマルチスケールやマルチフィジクスといった統合的な観
点からの学問の体系化を推し進めている．

そのような背景のもとで，毎年開催している部門講演会，M&M材料力学カンファレンスでは400名以上を超える参加登
録者があり，活発な議論が展開されている．しかし，近年産業界の会員が講演会に参加する機会が極端に減っていること
をよく耳にするし，そのように感じる．限られた人員で効率的に管理された職場での出張の制約や，最近の守秘義務によ
り社外発表がしにくくなっている実情はよく理解できる．一方で，大学の研究成果がほとんど製品化・企業化されていない，
いわゆる“デスバレー（死の谷）”の問題が大きく顕在化していることは，よく知られたことである．産業界と大学との研究を
通じたコミュニケーション不足に，その原因の一端があると考えられる．その克服のために，材料力学部門では，第89期
から部門長を学界と産業界から交互に選出し，積極的にその垣根を取っ払う試みをスタートしている．これも，8割はその
谷に落ちてしまうと言われているシーズと対岸のニーズとの距離を縮める努力の一環と言える．産業界あるいは産業界に
長く勤務された部門長のリーダーシップにより，その溝が少しでも埋まることを期待している．

前述したウィングを拡げるソース（源）となっている材料力学部門であるが，周辺分野への“吹き出し”とともに自ら生成す
る機能も重要と考える．現在，将来戦略や新領域開拓活動について部門内で継続的に議論を行っている．材料力学部門
は，種々の材料・構造に対する実験力学・計算力学に基づく評価や，それらの創成に関わる研究者・技術者が一堂に会し
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ている．この利点を最大に引き出し，部門全体として取り組んでいける新領域開拓分野を検討してきた．その
一環として，近年ノーベル賞により注目されているカーボン材料(カーボンベースト・マテリアル)のテーマを取
り上げ，その実用化・産業化を導くプロジェクトについての検討を開始した．2012年9月に開催したM&M2012
材料力学カンファレンスにおいて，「カーボンベースト・マテリアルの実用化・産業化への橋渡し」と称したシン
ポジウムを実施し，広く意見交換を行っている．製品を生み出す社会構造・産業構造の予測が困難な時代で
あり，その時その時の最適解となるテーマを今後も継続的に検討し，本部門が吹き出し続けるソースに今後
もなることが大切と考える．



2012年度（第90期）定時社員総会特別企画
部門大集合「部門から社会への発信」 全部門が語る

流体工学分野の現状と今後の展望
流体工学部門 部門長 加藤千幸（東京大学）

空気の流れや水の流れ、あるいは、血流など、我々の身のまわりにはさまざまな流れがあり、流体工学は種々の流れ
の本質を理解し、その挙動を計測したり、予測したり、あるいは制御したりするためのコア学術としてこれまで発展してきた。
流れの運動量の保存を表すナビエ・ストークス方程式に代表される流体力学の基礎方程式ははるか昔に確立されており、
また、適当な仮定の下により簡便な扱いを可能とする、ベルヌイの式、ポテンシャル流れの式、レイノルズ方程式など流体
工学で多用される方程式もほぼ確立されているが、流体工学は現在でも発展を続けている。流体工学に限らずどのよう
な学術分野に関しても共通して言えることであるが、学術分野の発展には「縦」の発展と「横」の発展とがある。縦の発展と
は学術自体の深化であり、たとえば、新たな基礎理論の提唱とか、新たな現象の発見などである。一方、横の発展とは当
該学術が対象とする領域が広がることであり、流体工学に関しては生体の流れの研究などがその代表例として挙げられ
る。どのような学術分野であっても進化を続けるためにはこの両方の基軸上の発展が必須であり、流体工学は今でもそ
の両方の基軸上の発展が続いている学術分野の一つと言える。

たとえば、流体工学は元々、時間平均的な流れを記述する学術として発達してきたが、近年の数値解析手法の進歩と
計算機能力の飛躍的な発達とにより、流れの中の渦、特に、マイクロメートルオーダの乱流の渦運動の直接的な予測が
可能となってきている。乱流の直接シミュレーション（DNS: Direct Numerical Simulation）により、乱流運動に関する理解
が格段に深まり、また、乱流現象に対するこのようなミクロスコピックな見方は、流体構造連成振動、流体騒音、乱流燃焼、
混相乱流など、乱流の非定常性が密接に関係するさまざまな現象にも応用展開され、それらの連成現象に対する予測能
力も格段に向上した。さらに、モンテカルロ法や分子動力学法（MD: Molecular Dynamics）などのラグランジェ的な解析
方法の応用範囲が飛躍的に拡大したことにより、希薄気体の挙動や表面反応に関する理解が深まるとともに、これらの
現象に対する予測精度も向上した。流れの計測に関しても、ステレオ・ダイナミックPIV（Particle Image Velocimetry）法に
より流速3成分の数kHzの非定常変動の計測が可能になったり、感圧塗料（PSP: Pressure Sensitive Paint）を使った変
動静圧の面計測が可能になったりし、従来よりも飛躍的に詳細な計測情報が得られるようになった。
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一方、流体工学は航空機、ポンプ、水車などの流体機械や流体関連機器の流れや大気や河川の流れを対
象として発達してきたが、近年では血流、バイオ流体、ナノフルイディックス、マイクロ・ナノバブルなど、流体
工学が対象とする流れ現象の種類は急速に増大し、その応用分野も飛躍的に拡大しつつある。これらの応
用分野の拡大のためには、他分野の研究者との連携協力が必須であることは言うまでもないが、流体工学
のコアコンピテンスである、「流れ現象の力学的理解」という考え方を如何にして新たな対象に適用できるか
が重要となる。

流体工学は前述したような縦と横の発展を今後も続けていくことが期待されているが、そのためには、最新
のさまざまな研究成果や技術成果を含めて、新しい流体工学の学術体系を構築し、それを大学の教育カリ
キュラムに反映させていくことが必須であると考えている。流体工学部門は今後ともこのようなことを議論し、
実践していくための中核的な団体として活動していくことが期待されている。

自動車周りの流れの直接計算
（トヨタ自動車株式会社提供）

脳動脈瘤のマルチスケール連成解析
（東京大学大島まり研究室提供）
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部門大集合「部門から社会への発信」 全部門が語る

社会的課題と熱工学が果たす役割
熱工学部門 部門長 近久武美（北海道大学）

社会の変化と課題

一昨年に起こった東日本大震災を契機にエネルギー戦略の大幅な見直しが求められているが、いまだ将来の方向性

に関して暗中模索の状態である。また、地球温暖化が徐々に進行しているにもかかわらず、シェールガスが実用化され始
めると、低価格な化石燃料の争奪競争が始まっている。一方、生産性の飛躍的な向上によって、人件費を削減しながら限
られた市場を奪い合う世界的な競争が激化しており、失業者の増加および格差社会の増幅が進行しつつある。すなわち、
図に示すように、「食糧・エネルギー」、「環境・地球温暖化」、「雇用の確保」のトリレンマ状態にあり、制約のない競争に
よってそのいずれもが深刻な方向に進みつつあるように思う。

将来からのバックキャスティング

では、何の制約条件も無く4～50年先の理想的な社会を論じたならば、自国で生産でき環境影響が少ない再生可能エ
ネルギーに依存しながら、雇用も豊かで経済活動の盛んな社会を築きたいということに反論は無いものと思う。しかし、コ
スト高で供給が不安定な再生可能エネルギーに依存しながら経済発展が出来るのか、という反論が当然出てくる。私個
人としてはこうした従来型の限りない競争原理ではゆくゆく限界と破局が訪れるのではないかと思っており、この打開の大
きな糸口の一つとして新しいエネルギーシステムの構築に期待している。すなわち、脆弱な為替レート依存型の海外輸出
競争から内需拡大型の経済構造に変えていくべきであり、海外に流出している莫大なエネルギー資金を、新たなエネル
ギーインフラ作りに国内循環していくことが、エネルギー・環境・経済のトリレンマを打破する鍵と思っている。経済とは、お
金を介して互いの製品やサービスを交換する、いわゆるキャッチボールであり、その回数を多くするほどお互いが豊かに
なる仕組みを持つと単純化できる。このキャッチボールにできるだけ多くの人が加わるには、地産・地消の重視が大切で
ある。そこで、たとえば再生可能エネルギーを地産・地消するインフラ整備に国内の資金を循環するならば雇用の創出に
もつながり、このトリレンマを克服できるものと思う。ただし、このためには技術開発と同時に、賢明なインセンティブ
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の付与法についても提案されなければならない。

熱工学の役割

エネルギーに関連した領域を守備範囲とする熱工学は、当然このための技術的ならびに政策的な貢献をす
る中心となるはずである。耐久性およびメンテナンス性に優れた風力発電装置、大容量蓄エネルギー装置、
省電力技術、快適で安全な輸送・移動技術とインフラ設備など、貢献できる技術領域は多岐にわたっている。
一方、最適なエネルギー選択に関する具体的なシミュレーションや、経済ならびに雇用に関する影響につい
て分析することも、熱工学研究者の守備範囲と考えている。

経済はお金のキャッチボール

皆に雇用が必要

そのためには地産・地消が基本

現代社会のトリレンマ
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2012年度（第90期）定時社員総会特別企画
部門大集合「部門から社会への発信」 全部門が語る

解析力が差をつける
機械力学・計測制御部門 部門長 吉村卓也（首都大学東京）

・活動目的・分野

本部門は，機械力学(Dynamics)，計測(Measurement)およぴ制御(Control)を核とした基盤から実践にわたる学術分野
を網羅している．当該学術分野の活性化と発展に寄与し，国際社会において，安全で心豊かな生活の向上と発展に貢献
することを活動目的としている．

・本部門の特徴

いわゆる4力学の一つ「機械力学」を担いながら，計算力学，設計工学，バイオメカニクス，スポーツ工学等，他分野と多
種多様な接点を持っている．まさにダイナミズムに溢れた専門分野をなしており，新しい学際的研究領域の醸成や研究の
パラダイムシフトを模索することが可能である．

・ものづくり産業の変化と技術力

日本のものづくり産業は，国内マーケットの縮小，国際競争力激化，円高等により，海外進出が著しく，産業の空洞化が
進んでいる．ものづくり現場においては，開発期間短縮，高性能・高機能化，軽量化等の要求が一層高まっている．このよ
うな環境の中で生き残っていくためのカギの一つとして，動的解析の技術力，特に高度なモデリングを通した現象予測とこ
れに基づいた事前対策が今後ますます重要となる．

・動的現象の予測技術とモデリング

動解析におけるモデル自由度は増大傾向にあり，飛躍的な変化を遂げている．しかし一方，モデル規模が多くなるに
従って現象も複雑となり，メカニズムを理解しにくくなる．すなわち，モデル規模を大きくすることは，複雑な解析を可能にし
てはいるものの，逆に根本的な解決策の見通しを見つけにくくなっていると言える．
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動的現象を予測しその結果を活かすためには，「モデリング能力」，「解析結果を解釈する能力」が求められ
る．これは，コンピュータのリソースを増加により解決できるものでは無く，力学原理に基づいた考察とそれに基
づいたメカニズムの理解を必要とする．すなわち基礎研究とそれを活用した人材育成が求められる．

本部門では，自動車を例に挙げると，例えば研究協力事業委員会に所属するRC-D研究分科会 「自動車を
中心とした振動-音解析技術に関する研究分科会や，RC-D14「試作レス実現のための振動・騒音CAE技術の
高度化に関する研究分科会」（2012年4月～2014年3月）に積極的に関わり上記課題解決に寄与している．
・部門講演会の活性化と人材育成

また当部門では，部門講演会(D&D=Dynamics & Design Conference) を毎年実施しており，部門における
最重要な講演会と位置づけられる．20以上あるOSを8つの領域のまとめ，新しい研究領域を柔軟なセッション
構成の中で共有できるように配慮している．これらの活動を通して，部門講演会の活性化，若手技術者，研究
者の育成，他部門との連携などを進めている．
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2012年度（第90期）定時社員総会特別企画
部門大集合「部門から社会への発信」 全部門が語る

社会のための計算力学
計算力学部門 部門長 吉村 忍（東京大学）

計算力学部門は1988年に発足し，2012年度に25周年を迎えた． 計算力学は，機械工学の幅広い分野にまたがると同
時に，機械工学を超えてより幅広い科学技術分野へ適用範囲を拡大している．ものづくり現場への普及・発展を反映し，
解析支援技術開発や技術者育成が進む一方，V&V（Verification & Validation）がクローズアップされてきている．また，
マルチフィジクス・マルチスケールの計算力学が急速に発展し，ペタ／ポストペタ／エクサコンピュータ開発を牽引する分
野に成長するとともに，今後のものづくりを変革する原動力となっている．

このように，自律的に研究開発と多方面へ展開が進む計算力学であるが，2011年3月11日に発生した東日本大震災と
それに引き続いて起こった福島第一原子力発電所の事故を経験し，改めて，「社会のための計算力学」という視点を再確
認したい．計算力学の最も重要な特徴は「予測能力」である．現象をきちんとモデル化し，適切な物性値や境界条件・初期
条件を設定し，精度よく解くことができれば，「未来予測」を行うことができる．必要となる情報に一部欠落があっても，感度
解析を行うことにより，ある種の幅を持って予測することができる．人工物と同時に自然や社会を相手とする防災・減災分
野は，現象のモデル化とともにデータ収集にも困難を伴う．しかし，そうした困難を克服し，実現象の発生に先だって，様
々な定量予測を行うことができる計算力学を，これまで以上に積極的に活用すべきである．2012年から本格稼働が始ま
った京コンピュータはそうした動きを強力に支援している．当部門は，国内最大の計算力学専門家集団として，この国家
的な課題の克服にも貢献していければと思う．

一方，東日本大震災と原発事故は，私たちに本質的な課題も突きつけた．計算力学を現実問題に活用する上で，V&V
は当然である．しかし，V&Vを経た計算力学手法を用いても，モデル化や入力データが異なれば，異なる結果がでてくる．
ましてや，自然現象との相互作用や非線形性・マルチスケール性・マルチフィジクス性が強くなってくると，真実は一つの
はずなのに，シミュレーションからたくさんの異なる結果が出てきてしまう．シミュレーションには予測能力がある，と主張し
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てみても，一つの事象に対して，異なる専門家が異なるシミュレーションを使って，異なる結果を出すことは，専
門家にとっては常識であっても，マスコミ関係者も含めて一般の人に理解できないのは当然のことである．しか
し，そうした専門家の常識と一般の人の常識の乖離を放っておくと，結局はシミュレーションやその専門家に対
する不信感を生むこととなる．計算力学の適用分野が社会の隅々に広がる中で，シミュレーション結果を専門家
が内々で活用する場合とは異なる，社会で活用してもらうための工夫がいま必要になっている．

MPS-FEM連成の
流体の浸入シミュレーション

BWR原子炉建屋－炉容器－内部機器の
丸ごと地震応答シミュレーション
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2012年度（第90期）定時社員総会特別企画
部門大集合「部門から社会への発信」 全部門が語る

M&P部門が支える機械工学とその未来
機械材料・材料加工部門部門長浅沼博（千葉大学）

１．はじめに

機械材料は縁の下の力持ちというイメージが強かったが、加工技術との相乗的効果、ナノテクノロジーによる新
展開、構造との融合によるシステム化等々により、高強度、軽量性等の単純な性質、特性ばかりで無く、機能性、
多機能化、さらにはスマート化、インテリジェント化とでも言うべき新たな時代を迎え、様々な方向に発展しつつあ
る。また、その役割は、縦割りの一分野ではなく、多くの分野を支える、さらには飛躍させるための基盤となってい
る。当M&P（Materials and Processing、機械材料・材料加工）部門は、まさにそのような展開を多角的に実現で
きる出会いの場であり、発信基地でもある。材料を縦糸、加工を横糸として織りなされる絶妙な新世界を開拓し、
内外の産官学民に持続的、発展的に発信するための努力を続けている。その一部を、以下に紹介させて頂く。

２．各種発信

先ずは当部門の技術講演会を、第20回機械材料・材料加工技術講演会（M&P2012）「日本を支えるものづく
り」（大阪工大）を例に紹介する。技術講演会（講演数284件、登録者数362名）、ワークショップ（発表件数20件）
「軽量化材料の可能性を探る」、「締結・接合・接着部のCAEモデリング・解析・評価技術」、「減災・サスティナブル
工学創成に向けて」、特別講演会「人工衛星プロジェクト－モノづくりは人づくり－」（講師：棚橋氏（東大阪宇宙開
発協同組合専務理事））、見学会（見学先：（株）三共合金鋳造所、見学内容：凍結鋳造システム）、子供ものづくり
教室（小学生116名、大人を含めた合計240名、場所：大阪工大ものづくりセンター）、技術フォーラム「大阪の中
小企業の底力」（発表39件、参加150名）、企業展示（4件）という内容は、当部門の存在意義を端的に表している。
年次大会では特徴を生かし、他部門・学会員、ASME会員他、海外との積極的交流を行っている。一般、単独
（3件）、ジョイント（12件）の各セッション（講演件数計223件）に加え、先端技術フォーラム「M&P最前線」、ワーク
ショップ「減災・サステイナブル工学研究会創設に向けて」、基調講演「DLCコーティングの最前線」大竹氏（東
工大）、「米国における生産技術に関する研究開発動向」H.Y.Greenslet氏（フロリダ大）、「Processing of smart
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composite materials, towards tailored damping and matrix healing」V.Michaud氏（EPFL、スイス）（計3件）が
今期の充実した内容である。

国際的には、ICM&P（グローバル）およびASMP（アジア中心）の両国際会議を運営しており、今期はASMP 
2012（The 3rd Asian Symposium on Materials and Processing）をインド工科大学マドラス校で開催した。
上記に加え、M&Pサロンや講習会が完備し、連携や発信を着実に強め、発展しつつある。
３．未来に向けて

「高性能マグネシウム合金の加工技術研究分科会Ⅱ」村井主査（JST）（活動終了、新分科会へ発展予定）、「粉
末成形体よび焼結材料の寸法形状と構造制御研究分科会」品川主査（香川大）、「衝撃負荷下における応力・ひ
ずみ評価の精度向上に関する分科会」小林主査（大阪大）、「PD（Particle Deposition）プロセス研究会」福本主
査（豊橋技科大）、「アクティブマテリアルシステム研究会」浅
沼主査（千葉大）、「医療材料のコーティング材に関する研究
会」新家主査（東北大）が活発に活動し、未来を現実へと導き
つつあると同時に、若手が新研究会等（ソフトマテリアル、自
己治癒関連等）を計画したり、国家プロジェクトに向けた提案
「閉鎖系における資源循環システム技術の開発」大津氏（福
井大）、「Cosmo Cleaner Program －美しい日本を材料加工
技術でデザインする－」秦氏（名大）等を積極的に行っており、
将来は極めて有望である。

世界初！３次元ゲルプリンタによる
形状記憶ゲル・食品ゲルの自由造形
世界初！３次元ゲルプリンタによる
形状記憶ゲル・食品ゲルの自由造形

若手からの発信（左図：古川氏（山形大）、右図：中尾氏（横国大））

ゲームチェンジングテクノロジー

・異物衝突損傷問題の解決
「割れが入っても壊れないセラミック」
＝自己治癒＋長繊維強化

酸化物
繊維束

非酸化物
界面層

酸化物母材
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2012年度（第90期）定時社員総会特別企画
部門大集合「部門から社会への発信」 全部門が語る

機械の基盤を支える機素潤滑設計部門の活動
機素潤滑設計部門 部門長 岩井善郎（福井大学大学院）

機械工学の最も伝統的かつ基盤的な一領域を本部門が担っているという責任と誇りを持ち，会員および社会への技術
情報の提供と普及に努めるとともに，機械工学の新分野への展開に寄与すべく，新時代に対応した機素潤滑設計分野の
研究支援と教育支援にも積極的に取り組むなど，4技術企画委員会を中心に多面的かつ精力的な活動を展開している．
機械要素１技術企画委員会では，特に歯車分野を中心に，ねじやベルトなど様々な機械要素分野での活動を行っている．

この分野では，イノベーションセンターの研究協力事業委員会所属の調査研究分科会，部門所属研究分科会，部門所属
研究会で積極的かつ継続的な活動を実施している．

機械要素２・トライボロジー技術企画委員会では，軸受やシール等の機械要素に加えて「トライボロジー」という摩擦・摩
耗・潤滑に係わる幅広い機械工学の基盤分野で活動を行っている．

機械設計技術企画委員会では，機構設計の切り口から機械力学・計測制御部門，ロボティックス・メカトロニクス部門，バ
イオエンジニアリング部門，技術と社会部門と連携し，「福祉工学」の積極的な取り組みを行っている．

アクチュエータシステム技術企画委員会では，次世代を支えるニューアクチュエータ技術の開拓と実現を目標に，ロボ
ティックス・メカトロニクス部門，情報・知能・精密機器部門と連携した活動を行っている．

いずれの技術企画委員会も，毎年講習会を実施して，技術者の育成と情報提供やネットワークづくりを行っている．また，
新時代の機械工学を切り拓く基盤技術を担う重要な役割を果たしている．特に，マイクロナノメカニズム，マイクロトライボ
ロジー，ニューアクチュエータ／センサ，ライフサポートメカニズム等の社会からの期待が大きい新分野で基盤的な活動を
展開している．マイクロ・ナノ関連技術は，本学会のマイクロ・ナノ工学専門会議と連携を取りながら推進している．
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ニューアクチュエータ／センサに関しては文科省科研特定領域｢アクチュエータ｣を中心に，また歯車・動力
伝達機構に関しては40年以上の歴史がある分科会活動を中心に，研究活動や技術情報伝達活動を強力に
進めており，より一層の進展が学術のみならず産業面からも期待されている．

国際化の取組としては，韓国機械学会と共催で，2年ごとに部門の全分野を対象とした日韓機素潤滑設計
生産国際会議（ICMDT）を開催している．2011年度には，愛知県蒲郡市において第4回のICMDT2011を，東
日本大震災の影響を受けながらも成功裏に開催した．また，より専門的な国際学会として「動力・運動伝達系
国際会議(MPT)」等を主催し，部門の個別分野でも国際化を推進している．国際ジャーナルJournal of 
Advanced Mechanical Design, Systems, and Manufacturing (JAMDSM)の充実にも大きく貢献している．

基礎研究をいかに実用製品
に結びつけたか

ライフサポートスーツライフサポートスーツ

国際見本市への出展
静電浮上回転ジャイロ静電浮上回転ジャイロ

伝動機構，
締結，歯車，ねじ，

ベルト

伝動機構，
締結，歯車，ねじ，

ベルト

機械設計，
システム設計，

機構学，機構運動学，
リンク

機械設計，
システム設計，

機構学，機構運動学，
リンク

センサー，
アクチュエーター，
機能シミュレーション，
メカトロニクス

センサー，
アクチュエーター，
機能シミュレーション，
メカトロニクス

研究成果の発信、国際交流

ICMDT2011(日韓共催)
高速搬送用を可能にした
マイクログルーブローラ

光学フィルムの
製造プロセス

，トライボロジー，
摩擦・摩耗，潤滑，
軸受，シール，
マイクロマシン

機械要素１

機械設計

機械要素2
ﾄﾗｲﾎﾞﾛｼﾞｰ

ｱｸﾁｭｴｰﾀ
ｼｽﾃﾑ
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2012年度（第90期）定時社員総会特別企画
部門大集合「部門から社会への発信」 全部門が語る

設計工学・システム工学の現状と将来
設計工学・システム部門 部門長 西脇 眞二（京都大学）

設計工学・システム部門は，地球環境問題，資源価格高騰，急速な産業構造のグローバル化と新興国の急成長といっ
た厳しい社会状況の下で，日本のモノづくりが世界における競争優位を復活し，さらに発展するために重要な技術を横断
的かつ俯瞰的に捉えながら統合するための核となる技術および学問領域の確立，体系を活動の対象としている．すなわ
ち，特定の技術分野を掘り下げる縦型ではなく複数の技術分野および学問分野を横断的にカバーできる横型，また現象
解明や理解を主目的とする分析(analysis)型ではなく，目的を達成するためのモノやシステムを創造することを主目的と
する統合(synthesis)型の設計工学・システム工学を中心とし，その部門活動を行うことを特徴としている．
また，産官学のそれぞれの異なる立場に立つ人々の対話を通じて，具体と抽象の双方向による議論とそれによる解探
索を進めている．近年では，その具象としての「システム指向のデザイン思考」を我が国のモノづくりに定着させるための
継続的な部門活動に加えて，外部への積極的な情報発信および国際交流拡大の仕組みを強化し，さらに積極的な部門
活動の展開に注力している．

当部門では，部門活動の一環として毎秋季に部門講演会を開催している．本講演会のセッションがカバーする技術およ
び学問領域は，(a)設計学・設計方法論・設計知識・設計プロセス，(b)ヒューマンインタフェース・感性設計，(c)サステナビ
リティエンジニアリング，ライフサイクルエンジニアリング，(d)サービス工学，(e)最適化，最適設計，(f) デジタルエンジニア
リング，CAE，CAD(g)設計教育と，極めて多岐に渡っており，当部門の特徴をよく表している．
他方，当部門では，目的を達成すべく，2005年より組織的に今後必要となる技術開発および技術展開に関する図に示
したロードマップを作成している．図のように，当たり前品質を保証するMust設計，一次元的品質・効率の向上を狙う
Better設計，技術・顧客要求を早期に捉え設計コンセプトを出すことが重要なDelight設計の3つに分類し，開発効率向上
を目指すBetter設計，製品からデザイン保証を実現するMust設計，その後に続いて人を豊かにするDelight設計を総合
的に推し進めることで，国際競争力の高い製品を生み出すことを目的とした技術開発のシナリオを作成した．
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このようなロードマップに基づき，横断的かつ俯瞰的な視野にたった新しい設計工学・システム工学の分野
を切り開いて行くことにより社会に貢献していくことが当部門の将来に渡っての重要な使命，役割である．

(A)製品に対する社会的・技術的ニーズ：

(B) Better設計技術：

(C) Must設計技術：

(D) Delight設計技術：

２０１０年２００５年 ２０３０年～２０１５年

開発効率向上を目指したBetter製品

デザイン保障を実現するMust製品

人を豊かにするDelight製品

取捨選択／集中と選択による効率向上

機械工学を総動員したSystems Engineeringの具体化

機械工学をコアに多くの工学・社会学・等によるTotal Design

3D-CAD: Drawing デザインCAD

検証CAE 真のComputer-Aided Design設計CAE

最適化手法 設計と最適化手法の融合

DfX: 個別製品対応 設計手法統合DfX

協調設計：設計インフラ 真のSystems Engineering人間中心協調設計環境

設計プロセス評価手法 設計プロセスの可視化

設計論：概念 一般化された設計論個別対応設計論

知識応用：テキストベース 知識応用：形状理解

感性：定量化手法 統合された感性情報

知識応用：設計意図理解

感性情報と物理情報の融合
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2012年度(第90期）定時社員総会特別企画

部門大集合「部門から社会への発信」全部門が語る

グローバルな競争力を牽引するものづくり技術

生産加工・工作機械部門 副部門長 渋川哲郎 （三井精機工業（株） 顧問）

日本のものづくりは，現在でも概ね世界最高の技術レベルを堅持している．それにも関わらず，特にIT・情報家電産業の
ビジネスでは，厳しい状況に直面しているのは周知のことである．当部門が担当する「生産加工・工作機械」分野において，
今後も高い競争力を維持し，世界経済を牽引するコンセプトや技術を提案し続けるための諸課題と今後の展望を概観した
い．

まず，高い需要があるスマートフォン用の各種部品加工における状況は次の通りである．すなわち，当該分野では，国内
で最もローコストに分類されるマシニングセンター（MC）が，月数百台から1千台，新興諸国で調達され，人件費の安い大
量の従業員により，大量生産するビジネスモデルが成立している．これは，国内工作機械メーカーが開発してきた，少人数
のオペレータで運用可能な工程集約型多機能MCによるものづくりとは，対照的な手法と言える．
多機能MCの有効活用には，高レベルの生産技術要員の確保が必要不可欠である．一方，スマートフォン用部品加工は，
年数回の頻度でモデルチェンジが行われ，一社で数百万台を生産出荷するビジネスモデルであり，低コストMCを大量に
使用した上記生産形態が有利な状況になっている．したがって，当該高付加価値・ボリュームゾーンに日本企業が参画し
続けられない要因を再検討し，生産技術的観点から有効な対応策の提案が望まれる．

対照的な例としては，高齢化人口の増大に関連し，股関節・膝関節の置換術に代表される，医療分野への高度ものづく
り技術の適用が大きな貢献分野と言える．すなわち，人工関節の加工には，テーラーメード医療のための高度ものづくり技
術が求められ，究極の個別生産が求められる．納期・価格・品質等の切口から，この種の個別生産がビジネスとして成立
する生産技術開発は，産業競争力強化の観点から重要である．そのため，従前からの除去加工をベースにした加工手法
の技術開発に加え，積層造形手法に端を発したアディティブ・マニュファクチャリング技術等の高品質・低価格化技術開発
が望まれる．
さらに，新製品，新技術の観点からは，PHVやFCEVの投入が間近と予想される．これらの分野では，例えばPHVでは，
クリーンなディーゼルエンジン用部品，特に，小型ターボの大量生産に必要な難削材加工の高速化技術がある．FCEVで
はFCセルのセパレータ部品の生産技術が課題である．また，再生可能エネルギー技術分野では，超大型風車に利用する，
高耐久型巨大歯車の加工が少需要ながら重要技術として注目される．
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以上の諸課題に対しては，既に国内での取り組みがなされている．一方，日本企業が新規分野で一旦優位に立っ
ても，その後，競合国企業の後塵を排する事例が散見される．このような状況を打破するためには，要素技術と製品
技術を有機的に結びつけ，ビジネスで優位に立つ必要がある．そのためにも，ユーザニーズに沿った技術開発を一
層効率化させる，テクノマーケティングといった観点の活動がより重要になる．

製品種類
少品種 多品種

サイクルタイム（min）
0.5 1 2 4 8 16 32

生
産
量

多
量

少
量

生
産
量

1

TL

FTL

FMS

FMC

MCライン

工程集約型MC

次世代
IT・情報家電
ｽﾏﾎ・ﾀﾌﾞﾚｯﾄ

FCEV

FCｾﾙ・高効率ﾓｰﾀ
PHV

ｸﾘｰﾝﾃﾞｨｰｾﾞﾙ小型
ターボ

超低燃費ﾀｰﾎﾞﾌｧ
ﾝｴﾝｼﾞﾝ

超大型風車

ﾃｰﾗｰﾒｰﾄﾞ医療

超高速MC
ﾛﾎﾞｯﾄｾﾙ生産ｼｽﾃﾑ

ﾌﾟﾘﾝﾃｯﾄﾞｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ

Additive 
Manufacturing

CFRP量産技術

極限工程集約生産技術

次の競争力を創出する生産技術分野

高生産性化

ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙ

0.1

10

×104 個/年

100

TL   : Transfer Line
FTL : Flexible Transfer Line
FMS: Flexible Manufacturing System
FMC: Flexible Manufacturing Cell

FCEV: Fuel Cell Electric Vehicle
PHV  : Plug-in Hybrid Vehicle
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2012年度（第90期）定時社員総会特別企画
部門大集合「部門から社会への発信」 全部門が語る

生産システム部門の活動について
生産システム部門 副部門長 塩谷景一（三菱電機（株））

近年の生産システムに関する国際的な動向として，米国では，2011年6月に先端製造パートナーシップをスタートさせた
．これにより5億ドル以上を投資し，米国の大企業とトップレベルの大学が連合して取り組んでいる．また，英国では，政府
は通称カタパルトとよぶ技術イノベーションセンターの設立をすすめており，その一環としてMTC（Manufacturing
Technology Centre）を設立した．これは，大学と産業界のギャップを埋める役目ももつ．また，独国ではフラウンホーファ
ー研究開発機構を中核とした製造にかかわる科学技術システムが従来から機能している．以上のように，生産システム
に関しては，国際的に厳しい研究競争および技術開発競争となっている．

このような生産システムに関する国際的な動向の下，本部門が行うべき活動について考えてみる．生産システム工学は
，ものづくりの基礎学問として重要であるが，長年の研究開発にもかかわらず，学問として十分に体系化されているとは言
えない．機械学会は，「機械工学便覧デザイン編β7生産システム工学」を出版し，図中左側に示す目次（抜粋）の様に学
問の体系化を行っているが，生産システム部門に関係する研究者に十分に浸透していない．そのため，生産システムの
学問の体系化を促進する活動（例えば，便覧の改訂とその広報の継続的な活動）が重要である．

一方，生産システム関連の研究の目指すべき方向を示すことも，本部門の重要な活動の一つである．例えば，近年注
目を集めている人や環境に配慮した生産システムは，社会的価値と経済的価値を生み出す効果が大きい．そのため，国
内産業全体の底上げを目指す，生産システム全体の視点からの研究開発が望まれている．

このような期待が寄せられる中，生産システム部門に関係する研究者は，時代背景も踏まえ取り組む研究領域を模索し
てきた．近年における機械学会和文・英文論文集に注目すると，図右上側に示すような研究課題が挙げられる．

以上を踏まえると，生産システム関連の研究の目指すべき方向として，図右下側に示すような課題が考えられる．すな
わち，継続的に取り組むべき課題として，これまで生産システム部門に関係する研究者が得意としてきた標準化，産業応
用（部門講演会において別刷りが不要なセッションを設けている）に関する継続的な取り組みが必要である．
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また，新たに取り組むべき課題として，国際的な動向に対応するためアディティブ・マニュファクチャリング，グ
ローバルサプライチェーン，国内の社会的・経済的価値を生み出す効果が大きい人／環境に配慮した生産シス
テム，生産システム部門に関係する研究者が独自に取り組み始めているサービス，レジリエンスなどの課題が
挙げられる．これらの課題は，取り扱うべき対象または範囲が異なるが，そのモデル化や最適化のプロセスで
共通の方法を用いる場合が考えられる．そのため，これら課題について，認識と議論を支援するための活動（講
習会，講演会など）が重要であると考える．

第1章 概論
1.1 生産の基本概念
1.4 生産システムの歴史，他

第2章 設計・評価技術
2.1生産システム設計・評価技術の体系，他

第3章 管理システム
3.1 生産システム管理の体系，他

第４章 自動化システム
4.1 生産システム自動化の体系，他

第５章 生産設備

第６章 情報システム
6.1 生産システムの情報化の体系，他

第７章 環境と生産システム
7.1 生産システムと地球環境問題
7.4 環境に配慮した生産システム設計，他

第８章 社会と生産システム
8.4 熟練と人
8.5 国際分業と協業，他

機械工学便覧 デザイン編 β7
生産システム工学 目次（抜粋）

（分野）
• 標準化
• 産業応用
• スケジューリング
• サプライチェーン
• 自律分散型生産システム
• CAD/CAM

機械学会和文・英文論文誌における
生産システムに関するキーワード

（継続的に取り組むべき課題）
• 体系化
• 標準化
• 産業応用

（新たに取り組むべき課題）
• アディティブ・マニュファクチャリング
• グローバルサプライチェーン
• 人／環境に配慮した生産システム
• サービス
• レジリエンス

生産システムにおける
今後の研究・開発課題

継続

発
展
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2012年度（第90期）定時社員総会特別企画
部門大集合「部門から社会への発信」 全部門が語る

エンジンシステム部門の現状と課題
エンジンシステム部門 部門長 冨田栄二（岡山大学大学院）

エンジンシステムは，エンジンとそれを取り巻く工学と技術を扱う部門である．ガスタービンを含む内燃機関，スターリン
グ機関等の外燃機関，燃料電池などの新動力源を研究や開発の対象としている．対象とするエンジンは，汎用，定置用，
自動車用，船舶用，航空機用など，さまざまな用途に合わせて発展している．

エネルギ一環境調和社会の実現，すなわち，持続的文明社会構築と地球環境保全の両立のための技術開発が必要で
あり，そのためには，基礎科学と応用技術の両面から高効率かつ低公害化が求められる．学問的には，例えば燃焼の場
合，この分野では，非定常，高温，高圧，乱流という，純粋学問からすると最悪の条件であるが，逆にそのような場で何ら
かの知見を得て実際のエンジン開発にまで結びつけることができれば社会に与える影響は大きいと言える．また，システ
ム全体としては，潤滑や伝熱をはじめ，機械工学のほぼ全領域，また，他の種々の学問領域をもカバーしている．

主要動力源として利用される内燃機関は，原理的に極めて優れたエネルギ一変換システムであり，燃焼由来の高温熱
源が品質，制御性、経済性，安全性，利便性を支えている．

現在の内燃機関の課題および動向は，(1) 熱効率の向上（二酸化炭素排出削減），(2) 電動化（ハイブリッド化），(3) 定
置発電用エンジンの発展，拡大，(4) 有害排出物質の低減，であろう．
熱効率の向上は，すなわち，二酸化炭素排出の削減に繋がる．これに関しては，エンジン本体での燃焼のさらなる改善
とともに，排熱の有効利用が注目されている．定置型発電用エンジンでは，排熱を給湯などに積極的に利用するコージェ
ネレーションが，天然ガスやバイオガスを燃料として，地産地消型エネルギーとして重要性が増す．今後，LCA評価に基
づく燃料とエネルギ一変換機器の組合せの最適化が求められる．

自動車用途としては，電動モータとのハイブリッド化が進むであろう．ハイブリッド化しても内燃機関の重要性は変わらず，
さらなる改良が必要である．さらに，アイドルストップや可変気筒運転など運転方法の改良，減速時のエネルギー回収な
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ど，システムとしてのきめ細かい制御によって燃費が改善されるであろう．最近では小型の乗用車ではJC08
モードで30km/L以上が達成されており，さらに進化を続けている．
有害排出物質の低減は，1970年以降，規制強化によって，燃焼の改善，触媒等の後処理装置による排気
浄化など，たゆまない努力がなされ，現在，先進国ではかなり清浄化されている．

社会的要請

二酸化炭素削減
（地球温暖化防止）

環境問題
（環境汚染物質）

世界人口の増加
物資の輸送増加

化石燃料の枯渇
新燃料の研究開発

快適な生活空間の
確保

生活様式の変化

天然ガス

原料 燃料 動力源

火花点火エンジン
ディーゼルエンジン（ゼロエミッション化，高効率）

高性能化：過給，筒内直接噴射，
ノッキング制御，EGR（排気ガス再循環）

新燃焼：予混合圧縮着火
燃費低減（自動車）：エネルギー回収（排熱，減速時）
排気ガス対策：燃焼改善，燃料噴射の高圧化

後処理（三元触媒, DPFの高性能化
NOx処理）

燃料：ガソリンの高オクタン価等改良
低硫黄化（特に重油），GTL
バイオ燃料（廃食油，植物油，藻類）
都市型天然ガスエンジン（発電＋排熱利用）
地産地消型バイオガスエンジン
水素エンジン～インフラ整備

電動化（ハイブリッド化：ハイブリッド用エンジン）

ガスタービン（大規模発電等）
燃料電池

電動モーター

電気

１
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
原
料

水素
GTL
CTL
BTL

原油

LPG
ガソリン
灯油
軽油
重油

エタノール
バイオガス
バイオディ
ーゼル
燃料

新燃料

精製

反応・
合成

一般社団法人日本機械学会
Copyright © 2013 The Japan Society of Mechanical Engineers All Rights Reserved. 



2012年度（第90期）定時社員総会特別企画
部門大集合「部門から社会への発信」全部門が語る

東日本大震災におけるエネルギーインフラの被害調査、
分析と将来に向けての提言

動力エネルギーシステム部門 部門長 坂井 彰（ （株） Ｉ Ｈ Ｉ ）

日本機械学会「東日本大震災調査・提言分科会」のWG5は、エネルギーインフラの被害状況について調査・分析活動を
実施した。調査対象が多岐に渡ることから、WG内に4つのSWG（A：原子力、B：火力、C：エネルギーシステム、D：エネル
ギー政策）を設けて、公開情報に基づく調査、現地調査、アンケート調査、分析等の活動を展開した。

A．原子力
福島第一原子力発電所事故の調査・分析結果に基づいて、「非常用電源等の重要機器を設置する区域の水密性確保」
や「万一の浸水を考慮した電源車や配電盤の高台設置」など技術課題の抽出のほか、運用上の課題についての検討も
実施した。まず、事故事象の時空間発展の理解と状況把握に必要な計装系は、いかなる状態でも使用できなければなら
なかったこと、そして、この約40年の間の様々な事故事象の経験や安全対策およびシビアアクシデント研究の成果が、い
かなる状況下でも炉心冷却を維持するという既存プラントの改善に生かされなかったことなど、新たな知見が得られたとき、
直ちに現状のプラントに当てはめ、問題点の抽出、改善を図る努力、認識、制度設計を行うべきであった。このような発想
に欠けていたことを反省するとともに、東海第二や女川等での発生事象の結果も含め、今後の教訓とすべきである。

B．火力
津波による被害を受けた関東・東北地方太平洋岸の火力発電所8事業所などに対し、被害アンケート調査および現地調
査を実施した。火力発電所の主要設備は地震に対して堅牢であり、一部損傷を受けた事例もあったが、修理で済む軽度
の損傷が多かった。そのため、予想よりはるかに速いスピードで復旧がなされたことは注目に値する。設備の被害状況は、
地震動・地盤沈下・液状化によるものは限定的であり、重大な被害は、壊滅的な被害を受けた原町火力発電所のように、

津波によるものであった。M9クラスの大地震や15m級の大津波を想定した場合の設備改善については、被害ゼロを目指
すよりも、早期復旧を可能とする減災を目的とした対策案が現実的である。
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C.エネルギーシステム
原子力・火力を除く主要なエネルギーインフラとして、水力発電所、送配電／変電設備、製油所、ガス関連設備の被害
調査を実施した。阪神淡路大震災を踏まえた技術基準の見直しにより、M9クラスの地震による送電・変電設備被害は少
なく、技術対策が一定の功を奏したことが伺える。一方、想定を超える津波や激しい液状化による甚大な被害も多く、大地
震と連動する大津波に対し、完全無欠な対策よりも、迅速な復旧を見越した冗長あるいは分散化されたバックアップが重
要であり、現実的な対策費用の範囲で、生命第一に被害を最小限に抑える減災の視点が重要である。また、自然災害の
多発する日本では、常時と非常時の双方でエネルギー源を確保しておく必要があり、船舶からの非常用給電、EVからの
給電、バイオ系燃料の地域備蓄など、エネルギーシステムの多様化を図ることが有効である。

D. エネルギー政策
動力エネルギーシステム部門に登録（1位～3位）している日本機械学会員を対象にアンケート調査を実施した。本アン
ケート結果から、例えば明確な原子力全廃の主張は15%であることが判明したが（添付グラフ参照）、今後我が国のエネ
ルギー政策を議論・決定して行く上での重要な視点について考察を行った。まず、我が国は資源輸入により製品加工を行
う貿易立国であること、島国のため近隣諸国とのエネルギー相互連携が困難であること、産業を支える基幹電源は原子
力が担っていることなど、エネルギー情勢の他国との相違を正しく認識することが重要である（添付表参照）。そして、原子
力から火力や再生可能エネルギーへの性急な転換は、将来の日本社会に多くの深刻な影響を与える可能性があることを
、科学的根拠に基づき国民に分かり易く伝えることは、学会が果たすべき重要な使命の一つである。さらに、将来の電源
構成は、国家の行く末に大きな影響を与えるものであり、科学的な知見や根拠に基づき、複雑な諸問題を多面的に捉え、
慎重な議論を積み重ねて決定する必要がある。国民の生活と産業の両方を考慮し、原子力の安全性を十分に確保した
上で、原子力・火力など既存の発電システムの特徴を見極め、再生可能エネルギーの適切な推進も含め、最適なエネル
ギー供給構造を目指すことが必要である。

【まとめ】

今回の災害は、エネルギー、特に電力の供給が社会の維持に如何に大切かを知らしめる結果となった。本災害から学
び取り、教訓として次へ反映させて行くことは当然必要であるが、常に新しい知見に基づき見直しを図り、備えを為して行
くこともまた重要である。今後我が国がどのようにしてエネルギーを確保して行くか、社会的な視点に立って、幅広い議論
を重ね選択して行く必要がある。
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設問：あなたは，原子力をどうすべきであると考え
ますか？

①全て廃止する，②現在より低い水準とする，③
現状維持，④現状より増やす，⑤その他

①全て廃止

する

15%

②現在より

低い水準と

する
27%

③現状維持

23%

④現状より

増やす

19%

⑤その他

16%

●原子力発電を継続する
意見(縮小も含む)が
８４％を占めた

日本 ドイツ イタリア 韓国 米国 備考

発電電力量*1 10,750 6,312 3,135 4,439 43,348 （億kWh，2008年）

電源

構成*1

火
力

石炭 27 46 16 43 49 発電電力量に占め
る各電源の割合
（％，2008年）

*2 水力を含む

石油 13 1 10 3 1

天然ガス 26 14 55 18 21

原子力 24 24 0 34 19

再生可能エネ
ルギー等*2

10 15 19 2 10

エネル
ギー自
給率*1

原子力を除く 4 28 16 3 65

原子力を含む 18 39 16 19 75

電力・ガス管網による隣
国とのエネルギー融通

・なし ・欧州全体で
活発に実施

・同左 ・なし ・北米で実施

エネルギーに関わる情
勢とエネルギー政策*1 *3

・少資源国で
隣国との融
通も不可

・エネルギー
政策を見直
し中

・脱原発依存
を検討中

・石炭中心に
一定の自給
率，隣国との
融通も活発

・脱原子力を
決定

・再生可能エ
ネ拡大，省エ
ネ，火力効
率化等で対
応

・少資源国で
天然ガスパ
イプラインに
依存

・電力の輸入
量大*4
・脱原発を実
施したが，電
気料金の高
騰を招いた

・少資源国で
隣国との融
通も不可

・安価な石炭
を中心に，今
後も原子力
を推進

・石炭を中心
に資源豊富，
近年はシェ

ールガスの
生産拡大

・今後も原子
力を推進

・スマートグ
リッドへの投
資活発

*4 2008年の電力
消費量の14％を欧
州各国から輸入、輸
出は1％

表 日本と主要国のエ
ネルギー情勢に関
する比較

(出典）経済産業省；エネルギー白書
2011*1，栗田抄苗；欧州のエネル
ギー動向，OHM，(2012.) *3

アンケートおよび考察の結果例
11
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2012年度（第90期）定時社員総会特別企画
部門大集合「部門から社会への発信」 全部門が語る

環境工学部門
－人間中心の先進サステナブル都市に向けて－

環境工学部門 部門長 川島 豪（神奈川工科大学）

社会の発展にともない、環境問題は、自然環境の保全、再生可能エネルギーの開拓・活用をはじめ、大気・水
の保全と循環・再生、廃棄物処理、リサイクル、低炭素化社会形成など多方面に及んでいます。環境工学部門
はこのような難しい問題に対してエンジニアリングの観点から有益な情報を提供していくことが使命と考えてい
ます。機械工学の広い分野の知識を統合して問題解決に当たるため、当部門では次の４つの技術委員会を中
心に活動しています。さらに複雑な環境問題においては廃棄物を新たな資源に変えていくなどの新しい発想が
求められていることから、４つの分野を総合することで安心・安全を最優先に人の快適性を追求する経済性的で
持続可能な都市を提案する「先進サステナブル都市WG」を立ち上げて活動しています。

＜騒音・振動評価・改善技術分野＞

最近のキーワードは、「音響アメニティ」，「音・振動環境の快適化」，「音質改善技術」です。人の感覚、さらに
は人の育った背景などを考慮した快適化技術とその評価法を確立していきます。例えば、駅や空港などの公共
空間、防災放送において必要な人（場所）に必要な情報を人の行動を考慮して確実に届けるシステムの実現、
人とロボットが共存する社会において必要となる快適なヒューマン―マシンインターフェイスの構築などです。

＜資源循環・廃棄物処理技術分野＞

東日本大震災により、資源循環・廃棄物処理がエネルギーと密接に関係あることを再認識させられました。キ
ーワードはWtE(waste to energy)です。

震災廃棄物の処理や放射線対策と共に、トータルコスト低減、高効率発電・地球温暖化対策、廃棄物のエネ
ルギー資源化やマテリアル資源化を研究していきます。個々の課題の克服と共に、環境、エネルギー、コストの
面で最適化できる社会システムの実現が最終的な目標です。
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＜大気・水環境保全技術分野＞

キーワードは「プラズマ」です。プラズマ複合排ガス処理システムによるCO2排出の無いNOxおよびPM2.5の
革新的浄化システム、化学薬品を利用しない微生物の殺菌法を開発していきます。

また、閉鎖性水域での富栄養化から環境ホルモンに至る様々な水圏の環境問題では、原因の解明と予測技
術、さらに循環型社会の構築にむけた水再生利用技術や緊急災害時における飲料水供給技術，モバイル下水
処理装置などを開発していきます．

＜環境保全型エネルギー技術分野＞

自然環境、社会・経済環境、人類の文化・福祉・健康・快適性など様々な周囲環境を含めた包括的なシステム
としてエネルギー技術を捉え、自然環境に調和する持続可能な人工環境を構築するエネルギー技術（空気調和
・冷凍等）に取り組んでいきます。キーワードは「ヒートポンプ」です。特に、産業用途への適用拡大のため、高温
ヒートポンプの分散配置と熱回収（冷温同時利用，工場排熱利用）を検討していきます。

サステナブル社会

環境工学部門

人間

騒音・振動問題 資源・廃棄物処理

大気・水の問題
エネルギー問題

環境
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2012年度（第90期）定時社員総会特別企画
部門大集合「部門から社会への発信」 全部門が語る

産業・化学機械における安全の動向
産業・化学機械と安全部門 副部門長 戸枝 毅（富士電機（株））

◆ 世界で一番の花
ほんの一昔前まで日本製品のコスパは世界で群を抜いていた．しかし，内にこもった製品開発を続けてきた結果，一部
製品を除き世界のしくみ（ＨＭＩ，通信，規格など）から取り残されて国際競争力を失っている．産業・化学機械においても
例外ではなく，インフラを筆頭に国際安全規格に対応できていないため失注する例が後を絶たない．元来，日本の製造現
場には安全文化が根付いており，機械や設備の運用時に指差し呼称を実施して事故の防止に努めている．国際安全規
格は黒船などではなく，危険検出型から安全確認型への単純な思考転換に過ぎない．普段の行動【安全確認良し＝安全
を確認できなければ動かさない∨安全が維持できなければ“安全に”止める】を機械や設備に適用すれば良いだけのこと
である．国際安全規格を「日本製造業の付加価値向上」のチャンスと捉え，世界一の花＝ものづくり立国を目指して日々
知恵を絞って形に表すことが，当部門行動指針の一つである（図参照）．
◆ いまどきの若い者は
駅や街でスマホを覗きながら歩く若者を見ると，このままで日本は大丈夫かと思う方が大半だろう．しかし，リュックを背
負って歩いている姿は二宮尊徳と同じで，常に世界への窓を持ち歩き最新情報にアクセスしているのではないか？ 若手
官僚は日本の将来を憂いて徹夜で仕事をし，震災ボランティアの多くは若者である．このようなやる気のある若者の行動
に答えるために，我々シニアエンジニア（ジジイ）はいったい何を為すべきか．原発事故で失われた技術への信頼を取り戻
すことが責務ではないのか．二番ではダメですか？と的を射た質問をされたら，一番でなければならない理由を，知識と
経験を生かして滔々と答えなければならない．若者を憂いたり昔日の栄華を自慢している暇があったら，アイディアを出し，
図面を書き，新しい物を作る，「あたり前のことをあたり前に実行する」しかない．『知行合一』こそが，日本再生の原動力
であると信じている．
◆ いつやるの？今でしょう！
当部門は，日本機械学会において部門を横断する共通的な技術を担当している．範囲が広い分活動も見え辛いが，
「若手への知の伝承」を目的として発表会や講演会などで最先端の研究・技術情報を発信している．エンジニアの基本機
能は技術を人々の生活向上に役立てることであり，安全は技術の基礎である．安全を軽視する者にエンジニアの資格は
ない．ウザいジジイの戯言と思われても結構．先ずは部門活動に参加していただきたい．将来役に立つこと請け合いであ
る．⇒詳しくはＷＥＢで（笑）．http://www.jsme.or.jp/icm/ 
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ものづくりにおける
安全の付加価値

世界をリードする
日本発安全技術創出

既存ものづくりの
組合せ付加価値

リプレース需要
設備の更新に合わせた
信頼性＆安全性向上

合理化需要
設備維持費の見える化と
メンテナンスコスト削減

グリーン化需要
製品、設備における
環境負荷低減

競争力強化需要
生産性＆安全性向上と
国際競争力の強化

安全需要
製品の安全性向上と
国際安全規格対応

インテグラル技術向上
（情報+制御+コンポ）

モジュール設計の深化
（ソリューションブロック）

制御・組込み拡大
（オフショア開発）

安全対応商品開発
（SIL計算、Vモデル）

国際安全規格教育と
リスクアセスメントOJT

エンジニア基礎教育と
製造現場におけるOJT

R&Dや製造現場における
安全ものづくり試行

人財の育成と
技術力強化

ノウハウ蓄積の
仕組み作り

既存ものづくり強化安全ものづくり強化

日本製造業の
付加価値向上

相乗効果

学
習
と
成
長
の
視
点

プ
ロ
セ
ス
の
視
点

顧
客
の
視
点

財
務
の
視
点

・職人/徒弟制度
・微細/精密加工
・阿吽の呼吸
⇒すり合わせ文化

和魂洋才
（国際安全規格対応）

⇓
和魂和才
（日本発の安全技術）

連携、強化

安全をKFSとする国際競争力向上戦略
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2012年度（第90期）定時社員総会特別企画
部門大集合「部門から社会への発信」 全部門が語る

願わくはわれら、技術と社会の懸け橋とならん
技術と社会部門 部門長 星 朗 （一関工業高等専門学校）

技術と社会部門は『人と技術と社会』を部門の核に置き，“機械工学を基礎とした技術”や “機械工学と融合した技術”

と，“我々が生きている社会”との懸け橋となる活動を行っています．現在，「広報委員会」「表彰委員会」「ロードマップ委
員会」「機械遺産委員会」の4つの専門委員会と，「人機能支援の工学研究会」「ブルネル・スピリット研究会」「スターリング
エンジンを活用した工学教育研究会」「技術教育・工学教育研究会」「エンジニアリングリスク研究会」の5つの研究会が，
積極的な取り組みを展開しています．

「技術と社会の関連を巡って：過去から未来を訪ねる」をテーマに年1回開催されている部門講演会は，全国各地を巡
回して催すことによって地方組織の活性化を目指しています．ICBTT (International Conference on Business and
Technology Transfer)と題して隔年で開催されている国際会議は，ビジネスと技術の移転に関する文理融合型の会議に
なります．その他，年次大会や支部講演会などでは，技術教育および技術史を中心としたセッションを毎年企画し，部門
横断的な活動にも積極的に取り組んでいます．

当部門の目玉でもある企画「イブニングセミナー」では，会員のみならず会員以外の方への情報発信の場として，知的
好奇心をくすぐるジャンルにとらわれないタイムリーな話題について講演を行ってきており，本年度に通算158回開催を数
えました．

東日本大震災以降，改めてエネルギー問題が表面化してきましたが，部門では主に高校生・大学生・一般社会人を対
象として「新☆エネルギーコンテスト」を開催しており，子どもや一般の方々を巻き込んで持続可能なエネルギーについて
考える取り組みを実施しています．さらに， 「スターリングエンジンを活用した工学教育研究会」では，活動の一つとして

「低温度差スターリングエンジン競技会・発表会」を毎年開催しており，早期の技術教育・工学教育として着実な成果あげ
ています．
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また，「機械遺産委員会」では，貴重な機械遺産の認定と後世への継承に取り組んでおり，「機械の日」に発
行される小冊子「機械遺産」の執筆編集をはじめ，年次大会におきましては市民向け行事として機械遺産パネ
ルの展示を通じて社会への発信を行っています．
「発明の価値は社会に役立てる有用性にある．」というエジソンの言葉がありますが，東日本大震災の被災地

は元より，社会では今すぐに役立つ技術が求められています．これからも技術と社会部門では，異分野のエン
ジニア間での交流や，エンジニアと一般市民との活動などを通じて，エンジニアリング・コミュニケーションを実践
していきたいと考えています．

日本機械学会「機械遺産」
機械遺産 第23号
「旧筑後川橋梁」

（筑後川昇開橋）

人

社会技術

技術と社会部門

機械工学を基礎とした技術

機械工学と融合した技術
我々が生きている社会

専門委員会（４つ）研究会（５つ）

部門講演会

ｲﾌﾞﾆﾝｸﾞｾﾐﾅｰ

ICBTT

新☆ｴﾈﾙｷﾞｰ
ｺﾝﾃｽﾄ

関連学協会
・他部門
との連携
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2012年度（第90期）定時社員総会特別企画
部門大集合「部門から社会への発信」 全部門が語る

医療機器の実用化:安全性•有効性と規制
バイオエンジニアリング部門 部門長 高久田和夫（東京医科歯科大学）

医療機器の実用化においては，その安全性と有効性を検証することが最重要です．規制ではその検証が厳格に要求
されますが，医療に特定されることから議論が単純化され，他の領域にも増して様々な検討が進んでいるように思われま
す．

実際のところ，安全についてはどのような機械においても重要な課題となっています．ところが日常生活での安全につ
いての議論では，必ずしもリスクが適切には扱われていません．これは通常はリスクが明確には認識されないことが原因
と思われます．これに対して医療においてはリスクがあることが前提となっています．例えば医療機器のリスクマネジメン
トに関する国際規格では，安全とは受容できないリスクがないことと定義されています．それでは受容できるかどうかを如
何にして決めるかが問題になりますが，これについても医療機器の規制に関する国際文書において，患者のベネフィット
とリスクを比較して許容できるかを決定すると述べられています．このような考えはごく自然です．例えば生死に関わる病
気の場合には，治療に成功する確率と成功した場合の生存年数の値を使えば，治療を行うことによる生存年数の増加の
期待値を算出することができます．これが患者におけるベネフィットになります．一方，リスクは治療に失敗した場合の生
存年数の減少の期待値となります．このようなリスクとベネフィットの評価で，例えば治療における意志決定を行うことは
合理的なように思います．

それでは，命に関わらないような病気の場合にはどう考えれば良いのでしょう．生死には関わらなくとも生活の質 QOL
には必ず影響があるはずです．したがって QOL について，例えば完全な健康状態を1.0，死んだ状態を0として定量評価
し，その値を全生存期間について積算すれば，それを単純な生存年数の代わりに利用できるはずです．これが医療経済
学でのQOL評価手法として利用されている生活の質で調整された生存年 QALY です．更に医薬品の費用対効果分析の
方法を導入すれば，患者の治癒経過についてのマルコフモデルが組み立てられ，治療効果すなわちベネフィットの評価
が可能になります．
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具体的にどのようにして定量評価を行うか図に例を示します．これは最も単純な場合として，歯科における
歯周病の治療として行われるルートプレーニングについて解析を行ったものです．まず最初に機器に対する
従来のリスク分析法を踏襲し，患者の不具合をトップ事象として抽出して故障の木解析によるリスク分析を行
います．そして医療経済学での QOL評価手法のもとで，リスク分析に患者のマルコフモデルを組み込みます．
こうしたモデルを組み立ててやれば，この治療を行うにあたっての患者のリスクとベネフィットが数値で算出で
きるようになります．

このように医療においては，非常に多くの仮定を置く必要はありますが，リスクとベネフィットのいずれもが
QALY という同一の単位で定量的に評価でき，リスク管理に利用できる可能性があります．

FTA 治療 患者モデル 治療結果

無事故

治癒

治癒

歯肉への傷害

歯髄露出

製造ミス

人為ミス

疲労損傷 器具の破損

人為ミス
人為ミス

失敗

滅菌器故障

包材破損 感染

人為ミス メンテナンス良 良好

メンテナンス不良 概ね良好

一般社団法人日本機械学会
Copyright © 2013 The Japan Society of Mechanical Engineers All Rights Reserved. 



2012年度（第90期）定時社員総会特別企画
部門大集合「部門から社会への発信」 全部門が語る

未来を拓くロボティクス・メカトロニクス
ロボティクス・メカトロニクス部門 副部門長 新井史人（名古屋大学）

当部門は，知能機械システムを含む大きな概念の下に設計される機器・システムの要素技術からシステムインテグレー
ションまでを幅広く対象とした分野横断的な性格を持ち，その応用先も，産業用のみならず，我々の日常生活の安心・安
全を目的とした生活・社会支援，医療福祉，土木建築，災害対応，さらには宇宙開発等，拡大を続けている．

東日本大震災という未曽有の災害から2年が経過した．福島原発事故のさまざまな場面において，ロボットや遠隔操作
機器の導入が求められたが，実際には多くの困難を経験し，さまざまな課題が議論された．初期の対応では4月から
PackBot（iRobot社）が使われ，原子炉建屋内の放射線量や映像などを初めて調べることができた．震災当初，日本のロ
ボットに対する批判は記憶に新しい．実際には建設ロボット技術がいち早く投入されて瓦礫を処理するとともに，6月には
国産ロボットQuinceが初めて原子炉建屋の2階以上へ上がって調査に成功し，被曝管理のための基礎データを収集して
大きく貢献した．大規模災害の情報収集におけるロボットへの期待は大きい．運動機能，計測・認識機能，通信機能，安
全対策など技術的にクリアすべき課題は多い．これら要素技術開発はもとより，総合システムとして必要性能をいかに発
揮するかが重要であり，今後は現場配置やオペレータ教育との連携を視野に入れる必要がある．震災からの復興・復旧
にロボティクス・メカトロニクス技術が果たす役割は今後益々重要になると考えられる．

ロボティクス・メカトロニクス技術は新しい概念の機械，機能の提案，その実現のための技術開発やシステム統合までを
含んだ体系であり，応用分野は広がりを見せている．例えば，医療機器や再生医療にも新しいロボティクス・メカトロニクス
技術が利用されている．新しい機能の実現には，新しいコンセプトと方法論の元で，新しい設計法や新しい材料を取り込
んで既存の技術とベストマッチさせ，システムとして統合することが重要である．特に，近年のバイオ・メディカル領域への
展開は極めて学際的であり，異分野融合をより活発化させて進化させることを期待している．また，高齢化社会を迎える
我が国においては，介護・福祉等サービス産業の効率化が求められ，知能化技術のさらなる発展はもとより，機器と人間
が同じ環境で生活するための安全対策や安全基準の検討も進んでいる．
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近年，ロボット・メカトロニクスに関する世間の期待は大きく，注目度は高い．当部門は最先端の研究・開発
を加速するための情報交換・交流の場を広く提供している．また，技術を伝承し，継続的に若手を育成してい
くことが重要で，当部門では将来のエンジニアを志す子供たち，これからの科学技術を担う学生，そして教育
者を対象とした様々なロボコンを主催している．ロボットグランプリは日本機械学会の100周年記念のプレイ
ベントとして創設されたロボコンである．未来を担う若い力をアピールするため，最近行われた第16回の様子
を写真で紹介する．子供たちが技術の将来に夢を抱き，機械工学の道を志すきっかけとなれば幸いである．
我が国が一丸となってロボティクス・メカトロニクス技術で明るい未来を拓くことを願っている．

第16回 ロボットグランプリ
開催日：2013年3月23日( 土 )，24日( 日 )，会場：科学技術館
主催： 日本機械学会，企画： 日本機械学会 ロボティクス･メカトロニクス部門

疾走するマシン疾走するマシンロボットランサー会場の様子ロボットランサー会場の様子

スカベンジャースカベンジャー
競技会会場の様子競技会会場の様子

決勝戦の様子決勝戦の様子

科学技術館科学技術館
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2012年度（第90期）定時社員総会特別企画
部門大集合「部門から社会への発信」 全部門が語る

情報・知能・精密機器の現状と将来
情報・知能・精密機器部門 部門長 岡田亮二（（株）日立製作所）

情報･知能･精密機器部門(IIP)は、高度情報化社会の基盤となる各種情報・知能・精密機器を対象として，そのテクノロ
ジーの学問的基盤を確立するとともに、それらの創造と発展に寄与することを目的として1992年に設立されました。部門
設立当時はハードディスク産業の黎明期であり、昨年20周年を迎えました。当部門は、成長著しいハードディスク産業を
主な対象としましたが、そこに限定せず情報･知能･精密機器分野を広く網羅することを目指し設立されました。

その後、様々な分野への展開に挑戦し、現在では「情報機器コンピュータメカニックス」，「情報機構マイクロメカトロニク
ス」、「柔軟媒体ハンドリングと画像形成システム」といった部門の設立趣旨の根幹を成す情報機器関係，さらに，近年特
に重要性が増している「知能化機械」及び「医療福祉機器」，これらに加えて共通基盤技術としての「マイクロ理工学」など
の基礎的学理の分野を対象にしております。

機械工学で基本とされる材料力学，流体力学，熱力学，機械力学等を「縦糸」とすれば，本部門はいわば情報・知能・精
密・医療等をキーワードとする「横糸」に位置づけられ，より産業や社会に近い立場で活動を進めています。ひとつの学術
分野からだけでなく、対象とする機器を総合的、産業的な視点から捉えようという狙いです。この産業、社会に近い活動が
本部門の重要な特徴です。また、当部門は産業界に近い活動を維持することをねらって，部門長を大学と産業界から交
互に選出しております。

このように産業界に近い活動を続けている部門から、産業界が学会に参加する意義について報告いたします。昨今、産
業界の学会離れ、参加者減少の話を聞きます。産業界の学会離れを考察し、交流の場である学会を健全に保つための
提案します。大学、産業界両方の会員に、学会に参加する意義、学会の役割、望む姿を考える機会に出来たらと願ってい
ます。
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下記に、情報･知能･精密機器部門大会に参加している産業界の比率（発表論文）を示します。年次ごとに発
表論文の増減はありますが、産業界からの発表の比率は微増しております。また、産業界からの参加者比率
も、多少の変動はあるものの常時25-30%を維持しております。部門の1-3位登録者における産業界比率は、
データのある2011年、2012年共に50%です。

これらは、常に産業界との連携を意識した部門活動の結果と考えております。逆に、産業構造の変化が、産
業界の学会参加に大きく影響することもあります。総会では、その事例も紹介いたします。

2

IIP部門大会における企業の参加率(発表論文数)
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2012年度（第90期）定時社員総会特別企画
部門大集合「部門から社会への発信」 全部門が語る

社会の基盤を支える交通と物流の最前線
交通・物流部門 副部門長 藤田 聡 （東京電機大学）

交通・物流部門が取り扱う技術分野は，陸・海・空の交通機関および物流機器であり，人や物の動線確保技術に関す
るものといえる．これらは社会基盤を支えるインフラとして重要な役割を担うとともに，いずれも我々の身近に存在し，普
段，意識する事なくその利便性を享受していることから，「安全」，「環境」および「効率化」の追求は，常に最前線の研究
テーマとなっている．

「安全」に対する考えは，これまで輸送の現場では「暗黙知」として共有されてきた面もあるが，エレベータの戸開走行
事故など，保守・保全上の問題を含め近年はそれを揺るがすような事故やインシデント事象が発生してしまっている．そ
のため，事故回避のための予防安全技術や事故後の利用者保護に関わる被害軽減技術の開発が進められている．ま
た，2011年に発生した東北地方太平洋沖地震を契機に，こうした白然災害時の事故防止や安全な避難のための輸送
手段の維持等が改めて重要課題として着目されている．

「環境」分野では，国際的にも輸送部門のCO2発生量増大が大きな課題となっている．エネルギー源の「脱化石燃料

化」に向けた様々な取り組み，とりわけ水素は内燃機関の燃料の他，燃料電池への利用の面からも注目されている．
白動車での実用化に始まった動力装置のハイブリッド化は，鉄道や船舶への適用に向けて研究が進められている．さ
らに，輸送機関における効率的な省エネルギ運転を行うため，バッテリやキャパシタ，フライホイール等のエネルギー蓄
積装置の開発も進められている.
「効率化」は，環境的側面からも経済的側面からも常に求められ続ける課題である．環境負荷を考慮しながら，高速
化と，大量輸送と個別輸送のシームレスな接続で利便性を向上させるシステム等が検討されている．近年は白動車に
おけるITS技術と鉄道技術の長所を生かしたシステムの開発が進んできている．機器の知能化による無人運転技術も，
安全性を犠牲にすることのない効率化を目指して研究が進められている．
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このように，交通・物流部門は，白動車，鉄道，航空，船舶，昇降機，物流システムなどの幅広い分野横断的
な取り組みが可能となる様な組織造りがなされているとともに，専門分野においても機械工学全般を対象とす
るという特徴がある．そのため，こうした技術的課題の解決のため，より多くの知識や経験を共有するといった
長所を生かした研究会の創設や，交通・物流部門大会での議論などを推進し，活発な取り組みを進めている．
例えば，高安全度な交通システム実現のための研究，材料や燃料などの要素技術の研究を進めるとともに，
機器のインテリジェント化や情報通信技術の適用，電気工学や土木工学分野との協力など，他分野と協調しな
がら最先端の研究開発が続けられている．
こうした最新情報は，交通・物流部門ニュースレターNo.45，March 20, 2013に一部紹介されている．「超高
速・大容量・超高行程対応エレベータの最新技術」，「後付け型車いす用電動アシストユニットの開発」，「世界
最速の空港手荷物搬送システム「バゲージトレインシステム」，「新型観光特急「しまかぜ」の開発」，「次世代
リージョナルジェット機(MRJ)の開発」，「環境に優しい天然ガス焚舶用機関」等がその例である．

図 最新技術例（出典：交通・物流部門ニュースレターNo.45，March 20, 2013）
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2012年度（第90期）定時社員総会特別企画
部門大集合「部門から社会への発信」 全部門が語る

宇宙工学の挑戦と未来
宇宙工学部門 副部門長 古谷 寛（東京工業大学）

・宇宙工学部門とは：

宇宙工学部門は，機械工学の基礎的各分野を総合・システム化し，宇宙開発への適用を図る横断分野の一つとして組
織されました．

・宇宙基本計画と宇宙工学：

我が国の宇宙開発は宇宙基本計画に沿って行われており，宇宙工学部門はその策定・推進に寄与していきます．

・新しい技術目標の各技術分野への提示：

機械工学に携わる全ての技術が宇宙工学に結びついており，宇宙工学が抱える問題点は機械工学の全ての分野がそ
の解決の糸口を握っています．

・実現困難な多様なミッションを実現していくための技術統合と未踏フロンティアへの挑戦：

宇宙工学の新たな展開を目指して，国や専門分野を超えて意欲的にチャレンジしていきます．

・柔軟な洞察力を持った若手技術者の育成：

宇宙開発に携わる技術者間の情報交換の場を提供するのみにとどまらず，機械工学技術者へ宇宙工学の情報を提供
することにあります．また，将来の宇宙工学分野における技術者を育成するために，青少年に夢と希望を与える啓蒙活動
を積極的に行っていくことを目的としています．

・未来社会へのグローバルな貢献：

宇宙システム工学の特色を生かした我が国の技術と産業の発展に貢献するため，多様な基礎技術分野と密接な連携を
実現し，長期的かつ挑戦的な分野で活躍の機会を提供していきます．
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内閣府・宇宙基本計画（平成25年1月宇宙開発戦略本部決定・別紙より抜粋），
http://www8.cao.go.jp/space/plan/keikaku.html
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2012年度（第90期）定時社員総会特別企画
部門大集合「部門から社会への発信」 全部門が語る

マイクロ・ナノ工学で新産業を興す
マイクロ・ナノ工学部門 部門長 佐藤一雄（愛知工業大学）

人類は，半導体回路やマイクロセンサ・MEMSの製作技術で最小寸法がマイクロメータ，ナノメータの道具を作れるように
なった．炭素原子でグラフェン，ナノチューブなども作れるようになった．これらを道具として同等のサイズの材料を操作し，
調合し，評価し，利用することが容易になった．生物の細胞，遺伝子を直接，観察し操作すること，マイクロメータ・ナノメー
タサイズの微粒子を作成すること，きわめて小さいチャンバをつくってその中で化学反応を起こす，さらにそれを検出する
ことができるようになった．これらは，化粧品・薬剤の製造ならびに検査，食品の検査，ヒトの健康診断，病気の治療にも
役立つ技術である．今まで全く別の産業領域に属すると考えられてきた技術分野相互の恩恵のやり取りが始まっている．
これまで機械工学が担ってきた計測，制御，固体・液体・気体の物理と応用，エネルギ変換，材料加工，機械要素，自動
車，電機，ロボット，メカトロニクスといった分野で，マイクロ・ナノ工学の視点から異分野技術が乗合いを進めれば，大き
な技術の発展が期待される．

日本機械学会の既存部門の多くが狭い専門分野の深化を目指してきたのとは対照的に，マイクロ・ナノ工学部門は部門
横断的活動を中心に据えて，異分野技術の融合を唱えている．これまで日本の産業がそれぞれの専門分野で磨き上げ
てきた精密，微細な技術を融合・発展すれば，他国にない強さを持った新しい産業を日本に興すことが出来るはずである．
日本機械学会よりもはるかに早く，国内の電気電子系，材料系学会はマイクロ・ナノ領域の研究活動を組織化してきた．し
かし，「役に立つマイクロ・ナノシステム」を実現するには，ナノメートルからミリメートルまで６ケタ以上異なるサイズの要素
をシステムをまとめ上げる必要がある．それができるのが機械工学である．当部門は，日本機械学会内にとどまらず他学
協会との協力活動こ積極的に取り組み，マイクロ・ナノメータ領域の科学・技術で異分野の融合・統合に貢献したい．特に，
半導体回路，マイクロセンサ・MEMSを実現したマイクロ製造技術が他の科学・工学分野との間で恩恵を享受し合えば，
科学・工学分野で規模の大きい波及効果をもたらすと考える．これがマイクロ・ナノ工学による新しいパラダイム創成への
道筋である．そのために，マイクロ・ナノを共通のキーワードとした，多分野の知識と研究の融合が今，必要と考える．
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下図に，本会の細分化された部門構造と，当部門の研究・応用分野の関係を示した．高度に専門化した既存
部門の中でマイクロ・ナノ工学はこれまでも研究されてきたが，それらを横断的に束ねる当部門は，個々の研
究者が他分野のマイクロ・ナノ技術を利用し，他分野に知識・情報を発信する環境をつくりだすことに注力して
いる．産業界に対して本会のマイクロ・ナノ領域の研究・開発活動を顕在化することが，いま必要である．
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